
葛城市手話言語条例（案）の概要について

１、条例制定の目的及び背景

ろう者（聴覚の障害により、手話を言語として生活する者）は、生活に欠かせない言語として手話を大切に育んできました。

2006年に国際連合総会において『障害者の権利に関する条約』が採択され、「言語」には「手話等の非音声言語」を含むことが明記されました。また、わが国でも、2011年に『障害者基本法』において「言語（手話を含む。）」と規定されました。

これらを踏まえ、市民一人ひとりが手話は言語であると認識し、ろう者が手話により円滑なコミュニケーションを図り、誰もが自分らしく安心して暮らせる地域社会の実現を目指し、手話言語条例を制定します。
２、条例（案）の説明

手話は、音声言語と異なり、手指や体の動き、表情を使って視覚的に表現する言語であり、ろう者にとっては大切な言語です。

ろう者は、情報を取得し、他者と意思疎通を図るために、そして、知識を蓄え、文化を創造するために欠かすことのできないかけがえのない言語として手話を大切に育んできました。

また「障害者の権利に関する条約」や「障害者基本法」において、手話は言語として位置付けられていることからも、地域社会における手話への理解及び手話を使用しやすい環境の整備をより一層進めていくことが求められています。

手話は言語であるとの認識に基づき、手話への理解を深め、誰もが互いに尊重し、支え合い、安心して暮らすことができる社会の実現を目指し、この条例を制定します。
前文では、手話は音声言語と同様にひとつの言語であることを示すとともに、本条例
制定の意義について説明しています。手話への理解を深め、手話を使用しやすい環境を整えることにより、全ての市民が安心して暮らせる社会の実現を目指す思いが込められています。
(目的)
第1条　この条例は、手話が言語であるという認識に基づき、手話に関する基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにすることにより、手話への理解及び手話の普及を図り、手話を必要とする市民が自立した生活を営み、社会参加をし、全ての市民が共生できる地域社会の実現に寄与することを目的とする。
本条は、本条例の目的について定めています。手話に関する基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにすることにより、互いに協力し合い、全ての市民が共生できる地域社会を実現することを、本条例の目的としています。
(定義)
第2条　この条例において、「ろう者」とは、聴覚に障害があり、手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者をいう。
本条は、「ろう者」の定義について定めています。本条例における「ろう者」とは、

聴覚に障害があり、手話を言語として生活を営む全ての方を意味します。

　　
(基本理念)
第3条　手話への理解の促進及び手話の普及は、ろう者が手話により円滑に意思疎通を図る権利を有し、その権利を尊重することを基本として行わなければならない。
本条は、手話に関する基本理念について定めています。ろう者が手話により円滑に意

思疎通を図る権利を尊重し、手話は言語であるとの認識に基づき、全ての市民がともに共生できる地域社会の実現を目指します。

(市の責務)
第4条　市は、前条の基本理念にのっとり、市民の手話に対する理解の促進及び手話の普及を図り、日常生活及び社会生活において手話を使用しやすい環境を整備するための施策を推進するものとする。
本条は、市の責務について定めています。市は、基本理念に基づき、市民の手話に対する理解の促進や手話の普及を図るとともに、手話を使用しやすい環境の整備に必要な施策を推進することを明らかにしています。

(市民の役割)
第5条　市民は、地域社会で共に暮らす一員として手話への理解を深め、市が推進する施策に協力するよう努めるものとする。
(事業者の役割)
第6条　事業者は、第3条の基本理念に対する理解を深め、市が推進する施策に協力するよう努めるとともに、ろう者が利用しやすいサービスを提供し、働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。
　　
本条は、市民及び事業者の役割について定めています。全ての市民が共生できる地域

社会の実現には、市民及び事業者が基本理念を理解し、互いに協力することが必要です。

(施策の推進)

第7条　市は、次に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するものとする。
（1）手話への理解及び普及に関すること。
（2）手話による情報取得に関すること。
（3）手話による意思疎通支援に関すること。
（4）前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。

2　市は、前項の規定による施策の推進に当たっては、ろう者その他の関係者と協議の場を設けるものとする。
本条は、手話に関する施策について定めています。施策については、本条に掲げるもののほか、必要に応じて関係者と協議を行い、施策への反映を検討することを定めるものです。

(災害時の対応)

第8条　市は、災害時において、ろう者に対し、情報の取得及び意思疎通の支援に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
本条は、災害時の対応について定めています。災害時の避難所等において、文字によ

る情報の掲示や、手話通訳者や要約筆記者の配置に努め、情報が行き渡るように配慮することを規定するものです。
(財政上の措置)

第9条　市は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
本条は、手話に関する施策の推進に必要な財政上の措置について定めています。施策

による効果と財政状況を勘案した上で、予算措置を講ずるよう努めることを定めるものです。

　

(委任)

第10条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

本条は、条例に定めるもののほか、条例の施行に必要な事項については、市長が別に定め

ることを規定するものです。
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